
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００１ 項　　目　　名 児童館感染症緊急包括支援事業費（新型コロナウイルス感染症対策）

予算書項目 児童館運営費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの感染拡大が続くなか、4月16日に全国に特別措置法に基づく緊
急事態宣言が宣言された（鳥取県は5月14日解除）。国では緊急経済対策を盛り込んだ
第1次補 正予算が4月30日に成立し、次いで第2次補正予算が6月12日に成立した。 

【事業の目的及び効果】 
　市内の児童館における利用者、職員等の新型コロナウイルス感染防止を図り、安全・
安心な活動環境を確保する。 

【事業の内容】 
　児童館（12館）の衛生用品等購入：6,000千円（1カ所あたり500千円）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 6,000 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 6,000 

総務部長段階査定額 6,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 6,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００２ 項　　目　　名 ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費（新型コロナウイルス感染症対策）

予算書項目 ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの感染拡大が続くなか、4月16日に全国に特別措置法に基づく緊
急事態宣言が宣言された（鳥取県は5月14日解除）。国では緊急経済対策を盛り込んだ
第1次補正予算が4月30日に成立し、次いでひとり親世帯に対する支援の内容が含まれた
第2次補正予算が6月12日に成立した。 
 
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により、子育てと仕事を一人で担うひとり親世帯に
ついては、子育てに対する負担の増加や収入の減少などにより、特に大きな困難が心身
等に 生じていることを踏まえ、こうした世帯を支援するため、臨時特別給付金を給付す
る。 
 
【事業の内容】 
　ひとり親世帯であって、下記①～③に該当する世帯に給付金を支給する。
　①令和２年６月分の児童扶養手当を受給している世帯
　②公的年金給付等を受けていることで児童扶養手当を受給していない世帯
　③新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し、直近の収入が児童扶養手
　　当の対象となる水準に下が った世帯

　○児童扶養手当受給世帯等への給付：152,630千円 (2,353世帯)
　　　上記の①②③　１世帯５万円　第２子以降１人につき３万円 

　○収入が減少した児童扶養手当受給世帯等への給付：80,650千円(1,613世帯) 
　　　上記の①②　1世帯５万円

　○案内チラシ印刷、発送等の事務費：9,037千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 242,317 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 242,317 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 242,317 

総務部長段階査定額 242,317 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 242,317 その他 0 

行財政改革課処理欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００３ 項　　目　　名 新生児みらい応援特別給付金事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 新生児みらい応援特別給付金事業費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの感染拡大が続くなか、国では緊急経済対策として、令和2年4月
27日を基準日として「特別定額給付金」が実施された。また、地方公共団体が地域の実
情に 応じて事業実施できる「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」も創
設され 、令和2年6月12日に成立した国の第2次補正予算では、この交付金の更なる拡充
が成された。 
 
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症対策として実施される国の「特別定額給付金」の支給対象
とならない令和2年4月28日以降に生まれた子どもに対し、給付金を支給することで、新
生児 の未来への子育てを応援する。 
 
【事業の内容】 
　以下の要件を満たす方に特別給付金として、新生児1人につき10万円を給付する。 
　①令和2年4月28日から令和3年3月31日までに生まれた子どもの親（世帯） 
　②申請日時点で、申請者と対象となる子どもの住民登録が鳥取市にあること 
　※出生届の提出は鳥取市外でも可

　○給付金：135,000千円(新生児1,350人分)
　○事務費：　1,533千円(申請書印刷等事務費)

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 136,533 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 136,533 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 136,533 

総務部長段階査定額 136,533 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 136,533 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００４ 項　　目　　名 保育園等感染症緊急包括支援事業費（新型コロナウイルス感染症対策）

予算書項目 保育園等感染症緊急包括支援事業費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの感染拡大が続くなか、4月16日に全国に特別措置法に基づく緊
急事態宣言が宣言された（鳥取県は5月14日解除）。国では緊急経済対策を盛り込んだ
第1次補正予算が4月30日に成立し、次いで第2次補正予算が6月12日に成立した。 

【事業の目的及び効果】 
　市内の児童福祉施設における利用者、職員等の新型コロナウイルス感染防止を図り、
安全・安心な保育環境を確保する。 

【事業の内容】 
保育園等（94カ所）の衛生用品等購入、補助 （1カ所あたり500千円）

・市立施設（31カ所）の衛生用品、備品等の購入　15,500千円
　保育園　　　　　　　　　22園
　地域子育て支援センター　 9カ所

・民間施設（63カ所）の衛生用品等の購入費補助　31,500千円
　保育園　　　　　　　　　21園
　認定こども園　　　　　 　7園
　地域型保育事業所　　　　11園
　認可外保育施設　　　　　20園
　地域子育て支援センター 　4カ所

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 47,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 47,000 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 0 

要求額 47,000 

総務部長段階査定額 47,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 47,000 その他 0 

行財政改革課処理欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００５ 項　　目　　名 幼稚園緊急環境整備事業費（新型コロナウイルス感染症対策）

予算書項目 管理事務費等 ページ 31 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの感染拡大が続くなか、4月16日に全国に特別措置法に基づく緊
急事態宣言が宣言された（鳥取県は5月14日解除）。国では緊急経済対策を盛り込んだ
第1次補正予算が4月30日に成立し、次いで第2次補正予算が6月12日に成立した。
 
【事業の目的及び効果】 
　市立幼稚園の園児、職員等の新型コロナウイルス感染防止を図り、安全・安心な教育
環境を確保する。 
 
【事業の内容】 
　市立幼稚園（３カ所）の衛生用品、感染対策備品等購入：1,500千円 
　（１カ所あたり500千円）

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,500 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,500 0 

幼稚園費

目 幼稚園管理費

補正前額 0 

要求額 1,500 

総務部長段階査定額 1,500 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,500 その他 0 

行財政改革課処理欄


